
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

①明石市都市計画マスタープランの改定について 

令和 3年度第 1 回明石市都市計画審議会 報告資料 

2021 年 (令 和 3 年 )4 月 30 日 

都市局都市整備室都市総務課 



 

 

 

 

明石市都市計画マスタープランの見直しについて 
 
 
１ 都市計画マスタープランとは 

都市計画マスタープランは、都市計画法第 18 条の 2 に基づき、「市の都市計画に関する基本的
な方針」を定めるものです。これは、市の長期総合計画などを上位計画とし、都市全体の将来像
や土地利用、都市施設整備のあり方などを定め、今後市が行う様々な都市計画の指針となるもの
です。 

 
【都市計画マスタープランの位置づけイメージ】 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
２ 見直しの理由 

現行の都市計画マスタープランは、平成 9 年に策定され、その後、長期総合計画と整合を図り
ながら、平成 13 年、平成 23 年に改定が行われました。 
目標年次である 2020 年度を迎えることから、人口や土地利用、駅前再開発や区画整理、道路整

備などの都市基盤整備の状況変化やＳＤＧｓの推進、新型コロナウイルスへの対応など、現状の
社会情勢の変化や今後のまちづくりの展望にあわせた見直しを行います。 
なお、現在策定中の「（仮称）あかしＳＤＧｓ推進計画」と同じく、2022～2030 年度までの計画

とします。 
 
３ 見直しの体制 

庁内関係部署で構成する検討組織により計画内容を検討し、現在、各種都市計画について審議
を行っている「明石市都市計画審議会」へ適宜報告、助言を受けながら策定を進めます。 
なお、市民意見の反映は、パブコメや計画の説明会などにて行うこととします。 

 
４ 今後のスケジュール 

2021 年度末策定に向けて計画作成を進めます。 
 

 
2021 年度 

４ ５ ６ ７ ８ ９ 10 11 12 １ ２ ３ 

マスタープラン 

の策定 

 
 

 
         

策定委員会             

都市計画審議会 
 

           

 

計画素案作成 

策定

パブコメ等 

諮問 
適宜報告

都市計画区域の整備、開発及び保全の方針  
都市計画区域マスタープラン 

（都市計画法・県策定） 

市町村の建設に関する基本構想 
（仮称）あかしＳＤＧｓ推進計画 
（明石市自治基本条例・市策定） 

整合

連携

関係機関との調整 

・県都市計画課 等 

明石市都市計画審議会市町村の都市計画 
に関する基本的な方針 

明石市都市計画 
マスタープラン 

（市策定） 

各種まちづくりへの反映 都市計画の決定・変更 

住民意向 

・パブコメ等 

意見
交換

他法令に基づく 

関連計画等 

・ﾕﾆﾊﾞｰｻﾙﾃﾞｻﾞｲﾝのま

ちづくり実行計画

(2019～2024) 

・総合交通計画 等 

 (2013～2022) 

 ※2021 改定予定 

諮問

上位計画

協議

調整

【策定中】2022～2030 【策定済】2021～2025



【環境】 豊かな環境と都市の強さ

としなやかさが調和した

“安全・快適な暮らし”

をめざす都市づくり

【社会】超高齢社会を念頭においた

多種多様な交流が生み出す

“やさしい共生社会”

をめざす都市づくり

【経済】 地域の資源・特性を生かし

好循環を生む

“活力ある地域経済の確立”

をめざす都市づくり

やさしさ・豊かさ・活力が持続する 未来安心都市・明石

～ 世代・分野を超えて住み続けられる都市空間の確立 ～

【明石市の現状整理】

人口
人口は増加しているもの
の、超高齢社会に突入。

防災
大地震や台風被害により、
防災意識が高まる。

都市基盤
施設

人口増加・都市の拡大に
対応し、順調に整備。

都市機能
全国都市平均や近隣都市
と比較して高く、充実。

公共交通
公共交通利用率は、全国
や近隣都市と比較して高
い。

地球環境

運輸による二酸化炭素排
出量は兵庫県や全国と比
較して、高い。
市内で田等の農用地が点
在しているが、年々、建
物用地が増加。

産業構造

製造品出荷額、従業者数
ともにリーマンショック
で一時減少、近年は増加。
観光入込客数は増加傾向、
日帰り客割合は横ばい。

地域コミュ
ニティ

核家族化や高齢化により、
地域コミュニティは衰退
している状況にある。

福祉

地域福祉計画を多数策定
し、福祉のまちづくりに
力を入れている。
「SDGs未来安心都市・明
石」を掲げ、共生社会の
実現を目指している。

○超高齢社会等の社会変化への対応
・変化を見据えた都市構造への誘導
・適正な都市的土地利用

【将来における主要課題】

【都市計画に求められるもの】

SDGsの理念に基づき、「環境」、「社会」、「経済」の３つの視点に
基づいて、総合的にバランス（分野間の連携）を取りながらまちづくり
を進めていくことが求められている。

環境・社会・経済面での相乗効果により、まちの持続可能性が保たれ、
好循環の拡大により、まちの衰退を未然に防ぎながら、安心・安全に暮
らせることを目指す。

【自治体レベルでＳＤＧｓに取組むことの必要性】

国連で採択されたアジェンダ2030としてのSDGsの達成には、自治体行政の取
組みが必要不可欠とされている。

都市は市民生活・経済活動の拠点であり、人や情報、物資、資金などの資産
が集積している。環境、社会、経済システムが複雑に絡み合って機能する拠点
であり、分野を横断する統合的な取組であるSDGｓが推進されれば、自治体の一
層の活性化に大きく寄与する。

【国における都市計画上の現状】
■国土形成計画（全国計画：H27.8）

○急激な人口減少、少子化と、地域的な偏在の加速 ○巨大災害の切迫、インフラの老朽化

○異次元の高齢化の進展 ○食料・水・エネルギーの制約、地球環境問題

〇変化する国際社会の中で競争の激化 〇ICTの劇的な進歩等技術革新の進展

■社会資本整備審議会総会・交通政策審議会総会（H31.2）

○人口減少・急速な少子高齢化等社会の変化に合わせた取組 ○ICT,ﾋ゙ ｯｸ゙ ﾃ゙ ﾀー,AIの活用等による生産性の向上

○常識を超えて頻発、激甚化する災害への対応 ○訪日外国人旅行者6,000万人を見据えた取組

○インフラ老朽化対策のより一層の徹底 ○持続可能で多様性と包摂性のある社会の実現

○生産性を向上させるインフラの整備・運営

■その他、法改正等の動き

○都市の低炭素化の促進に関する法律の制定 (2012年 都市や交通の低炭素化の施策を総合的に推進）
○まち・ひと・しごと創生法の制定 （2014年 少子高齢化への対応）
○都市再生特別措置法の改正 （2014年 立地適正化計画制度の創設）
○空家等対策特別措置法 （2015年 空家対策）
○都市農業振興基本法の制定 (2016年 都市農地が都市にあるべきものへ）
○土砂災害防止法の改正 (2017年 迅速な非難の確保）
○水防法の改正 （2017年 浸水被害軽減地区の指定制度の創設）
○気候変動適応法の制定 （2018年 気候変動への対応） 等

■持続可能な開発目標（ＳＤＧｓ）
⇒ 2030年までの国際目標を17種設定

■インクルーシブ社会（共生社会）の実現
⇒ 障害者等その他のすべての市民が大切にされ、誰も取り残されることのない社会の実現

■ユニバーサルデザインのまちづくり
⇒ 人々の心のあり方に働きかける「心のバリアフリー」とあわせて、障害の有無や年齢・性
別にかかわらず、誰もが安全で快適に移動しやすく、暮らしやすい「ユニバーサルデザイ
ンのまちづくり」を推進

■新たな生活様式
⇒ ウィズコロナとして、非接触や外出自粛が求められる中、テレワークやオンライン化 と
いった働き方、暮らし方の見直し

【社会情勢の変化】

【上位計画】

【都市づくりの視点】（ＳＤＧｓの理念を踏まえ）

① 誰もが安心・安全
に暮らせる、人に
優しい都市づくり

〇世代や分野を超え
て繋がり助け合う
共生社会（インク
ルーシブ）の創出

〇ユニバーサルデザ
インに配慮し、誰
もが暮らしやすい
都市づくり

【将来都市像】

【都市づくりの方向性】

【都市計画区域マスタープラン（R2.3）】

●目標年次

令和22年（2040年）の都市の姿を展望しつつ
目標年次を令和7年（2025年）とする

●都市づくりの基本理念

（1）安全・安心な都市空間の創出
ア：総合的な防災・減災対策の強化
イ：全員活躍社会の推進
ウ：分散型社会に対応した都市づくりの推進

（2）地域のイニシアティブ（主導）による魅力的な都市づくり
ア：エリアマネジメントの促進
イ：地域資源を生かした都市の活性化
ウ：民間投資の誘導
エ：情報ネットワーク等の活用

（3）持続可能な都市構造の形成
・地域連携型都市構造の実現
・都市機能の役割分担と連携
・交通ネットワークの形成

【（仮称）あかしＳＤＧｓ推進計画（第6次長期総合計画）素案】
●計画期間

２０２２年度～２０３０年度（９年間）
●まちづくりの基本理念
・いつまでも （持続可能）
・すべての人に（誰一人として取り残さない）
・やさしいまち（やさしい社会を明石から）
・みんなで （パートナーシップ）

●2030年のあるべき姿
SDGs未来安心都市・明石
～いつまでも すべてのひとに やさしいまちを みんなで～

●目標人口
３０万人（2030年度）

●まちづくりの方向性（三側面の統合的な取組）
① 環境 ： 人にも自然にも地球にもやさしいまち
② 社会 ： すべての人が助け合い安心して暮らせるまち
③ 経済 ： にぎわいと活力が持続するまち

【ＳＤＧｓの理念について】

明石市都市計画マスタープラン 現状から課題および都市の方向性（案）

② 災害に強く、強靱
な都市づくり

〇自然災害に対して、
都市機能継続性を
発揮できる「強靭
性」を備えた都市
基盤の整備

③ 都市と自然が融合
する都市づくり

〇適切な市街化整備
と自然環境保全の
両立を図り、豊か
な住環境を構築

④ まちなかに交流と
賑わいが生まれる
都市づくり

〇多種多様な世代が
交流する拠点とし
ての維持を図り、
賑わいを創出

〇市内外との交流が
盛んな都市の形成

⑤ 明石らしい魅力・
活力が持続する
都市づくり

〇観光資源や工場立
地に適した交通利
便性等を上手く生
かすことで、活力
ある地域経済を確
立

○安心安全・防災対策
・被害最小化に向けた減災への備え
・都市のﾚｼﾞﾘｴﾝｽ（強靭さ）の確保

○都市機能の維持・向上
・インフラの老朽化への対応
・持続可能な生活圏の維持
・公共交通の維持や利便性向上

○地球環境への配慮
・交通環境など低炭素なまちづくり
・緑地空間の確保

○産業構造の変化への対応
・都市間競争力の強化
・観光資源の有効活用、推進体制
・ICT技術を活用したまちづくり

○地域の主体的なまちづくり
・地方分権の推進
・中核市としての役割の明確化

○インクルーシブ（共生社会）の推進
・誰もが暮らしやすいまちづくり
・拠点施設の効果的活用

■中心市街地のまちづくり
・駅前再開発（図書館・駅前広場）
・ほんまち三白館（景観形成）
■子育て支援環境整備
・こども広場、こどもセンター
・学校給食センター
■中核市移行による整備
・あかし保健所、動物センター
■区画整理・民間開発
・西脇、松陰山手地区等区画整理
・ＪＴ跡地、あかね跡地開発
■幹線道路整備
・八木松陰線、山手環状線
■交通結節点整備
・朝霧駅、西新町駅前広場
・山陽電鉄連立事業（第二期）
■公園・親水空間整備
・17号公園、海浜プール
・大蔵海岸の有効活用
■ユニバーサルデザイン
・ホームドア、山電バリアフリー化
・あかし案内所、福祉ｾﾝﾀｰ新館整備

【まちづくりの実施状況】

■市民意識の変化
【2009年度→2019年度】
・まちに愛着を感じる 81→91％
・住みやすい 83→91％
・住み続けたい 66→82％
【2014年度→2019年度】
・子育て環境が良い 50→71％
・自然が豊か 70→79％
■よくなった分野
・子育て環境の充実 60％
・本のまちの推進 19％
・良好な都市環境の整備 14％
・交通体系の構築 13％
■今後推進すべき分野
・高齢者支援の充実 36％
・交通体系の構築 23％
・地域医療の充実 19％
・防災生活安全対策の推進 17％

【市民意識】

目標年次：２０３０年度
人口ﾌﾚｰﾑ：30万人（2030）

P2～ P4～

P11～

P13～

1



2



3



   

 

 

  
  

  

 

 

 

 

 

 

 

 
 

 
 
 
 
 

 

 

 

 
  

 

 

 

4

2021.3.11
あかしSDGs推進計画特別委員会資料より



   

 

 
    

      

 

 
       

   

 

    
    

 

 

 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
  

 

 

 

5



   

 

  
     

      
    

   

 

    

 
           

 
      

 

         
 

                 
             

     
       

   

 

       

       

       

       

       

       

       

       

       

       

                                            

        

                

        
        

        

        

 

 
 

 

   
   

 

        

6



   

 

   

 

 

 

 

 

 

 

 
 
 
 
 

 
                                      

 
           

                         

                          

         

            
     

 
 

 
 

                       

 
 

 
 

 
 

 

 
 

 

 
 

 

 
 

 

 
 

 

 
 

 

 
 

 

 
 

  

   

   

   

   

   

    
    
 

  

 

                                                                  

                                                                             

                                                                  

                                                                             

 

      

       

       

       

       

       

                                            

  

    

   

                  
      

      

                                          

                                

      

                        

                                                            

      

      

7



   

 

 

 

 

 
 

  
  

 
    

    

 

 

 

 

 

 

 

 

 
 
 

 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

  

 

8



   

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

  

 

 

9



   

 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

  

      
 

 
 
 

 

 
 
 
 

 
  

 

 
 

 

 

 

 

 
 

 

 

 

 

 

 

 

 

10



- 2 - 
 

  

  

          
      

    

        

 

          
      

          
      

          
                 

 
 
    

 
 

      
  

      
 
 

                 

                    

                     

                     

                   

                   

                   

                

            

                    

 
 

  
  

      

  

 
  

   

 

 

11

2020.12.16
あかしSDGs推進計画特別委員会資料より



- 3 - 
 

                     
     

 
                          

                           

 
                          

 
                

 
                

  
 

 

 

 

       
  

      

 
     

    
     

 
     

     

 
     

    
     

 
     

    
     

 
     

    
     

 

 

              

 
     

    
     

 
     

    
     

 
     

    
     

 
       
         

 
     

    
     

12



■都市構造分析 

全国的な人口減少、少子高齢化の進展は、市民生活や経済活動、財政、環境等、様々な分野に

影響を与えている。 

本市においては、他都市と比較して将来的に大幅な人口減少、少子高齢化は見られないと推計

されるが、今後のまちづくりにおいては多角的な都市構造の分析が必要である。 

ここでは、明石市の都市としての特性を把握するため、多角的な分野からの都市構造の現状分

析を行った。 

現況分析にあたっては、都市構造の評価に関するハンドブック（国土交通省都市局都市計画課 

平成 26 年 8 月）」を参考に実施している。 

比較評価にあたっては、国土交通省により作成している「都市モニタリングシート」を使い、

各分野評価結果が一目でわかるレーダーチャートを作成して考察を行った。 

 

（１）比較対象 
No. 比較対象 対象都市 
1 全国都市平均 全国都市平均 
2 近隣都市 神戸市、三木市、加古川市、播磨町、稲美町 
3 東播磨地域市町 加古川市、高砂市、稲美町、播磨町 
4 阪神地域都市 

（人口同規模） 
（単位：万人） 

兵庫県：明石市(29.3)、加古川市(26.7) 
大阪府：高槻市(35.2)、茨木市 (28.0)、八尾市(26.8)

5 阪神地域都市 
（人口密度同規模） 
（単位：人/ha） 

兵庫県：明石市(59.4) 
大阪府：堺市 (56.0)、枚方市(62.1)、八尾市(64.4) 

摂津市(57.2) 

 

（２）評価結果 

① 「人口密度」においては、阪神地域都市と比べても平均的な水準であり、高い水準を保持

している。 

② 日常生活サービス施設（医療・福祉・商業・公共交通）の「徒歩圏に居住する市民の割合

（施設の多さ）」は、神戸市と同様に高く、近隣都市よりも高いが、阪神地域都市と比べ

ると、「医療施設」が少ない傾向にある。 

③ 生活サービス施設（医療・福祉・商業）の「利用圏内の人口密度（施設の維持しやすさ）」

は、神戸市と同様に高く、近隣都市よりも高いが、阪神地域都市と比べると、密度が低い

傾向にあり、今後の施設の維持に課題がある。 

④ 公共交通の利用割合は、近隣都市に比べて高く、阪神地域都市と比べても平均的な水準と

なっているが、阪神地域よりも利用圏の人口密度が低いことから、今後の路線の維持に課

題がある。 

⑤ 「住宅地価や商業床効率、従業員密度、売上高」は、近隣都市よりも高く、神戸市につい

で高い状況だが、阪神地域都市と比べては低い状況である。 

⑥ 「財政力指数」は、全国平均よりも高いが、近隣都市や阪神地域都市と比べると低い。 
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全国的に平均寿命の上昇傾向が続く一方で、合計特殊出生率が長年低水準で推移

し、平成 16 年（2014 年）をピークに減少に転じている。 

今後、人口減少に一層の拍車がかかると見込まれる。 

本市においては、平成 30 年（2018 年）現在で人口 29.7 万人と微増しており、これまで

のまちづくり施策から、今後も人口が増加する可能性がある。 

地区別では本庁地区のみ減少傾向となっていが、大久保地区では微増となっている。

なお、高齢者人口は平成 31 年（2019 年）時点で 25.8%と年々増加し、超高齢社会に突

入している。 

■現状 

○超高齢社会等の社会変化を見据えた都市構造への誘導 

・本市においても、高齢化が進展していく懸念がある。今後はさらなる超高齢社会を見据えることが重要

であるが、様々な社会変化への対応も求められる。「ユニバーサルデザイン」に配慮し、様々な世代、

人々が安心して住み続けられる都市構造への誘導が必要。 

○適正な都市的土地利用の実施 

・人口が増加する場合は、新たな宅地開発等が必要であるが、都市的土地利用が増加すると新たな公

共投資や維持管理費の増大が懸念されるため、適正な土地利用を行うことが必要。 

■都市計画上の課題 

【人口推計 ※1】

※1  出典：令和 17 年（2035 年）は平成 27 年（2015 年）国勢調査を基準年とした将来人口推計結果 

（「日本の地域別将来推計人口（平成 30 年（2018 年）推計）」（社人研）） 

※2  出典：住民基本台帳（平成 15 年（2003 年）～平成 30 年（2018 年）） 各年 4月 1 日現在  

【年齢階級別人口の推移 ※2】

〇超高齢化社会等の社会変化への対応 
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【災害想定区域】 

■都市計画上の課題 

○災害被害時の被害を最小化する「減災」に対する備え 

・従来の防災施策に加え、「減災」に対する施策展開が必要。 

・市民の防災・減災にかかる意識の向上と住民主体による防災まちづくりへの支援が必要。 

○都市のレジリエンス（強靭さ・しなやかさ）の確保 

・建築物の耐震性・耐火性の強化、狭あい道路の拡幅などによる災害に強い都市づくりを進めていくこと

が必要。 

・都市の災害リスクに応じたインフラの整備が必要。 

〇安心安全・防災対策 

まちづくり市民意識調査 では、「防災･生活安全対策の

推進」がすべての年代で上位 5位以内に入る。 

出典：まちづくり市民意識調査（令和元年 12 月）調査）出典：市資料 

■現状 

平成 23 年(2011 年)の東日本大震災における地震・津波による甚大な被害や近年多

発する集中豪雨等による浸水被害や土砂災害により、改めて自然災害に対する備えの大

切さが認識され、防災意識も高まっている。 

阪神・淡路大震災では多くの人的被害及び住宅被害、平成16年（2004年）の一連の

台風襲来は、市内の各地に浸水被害をもたらした。 

災害対策として、これまでに地域防災計画の策定し、「災害を最小限にとどめるための

万全の対応策を定める」という減災の考えを示している。 

また、津波浸水区域及び土砂災害警戒区域等の指定、ハザードマップの作成及び周

知等を実施している。 

【防災意識の高まり表】
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■都市計画上の課題 

○都市機能の老朽化に対する機能維持への対応 

・老朽化する都市基盤施設の活力向上を図ることが必要。 

・財政制約下での戦略的な維持管理・更新が必要。 

○都市基盤整備の適切な見直し 

・今後も必要な都市基盤整備の整備は進める必要があるが、既に都市計画決定がされている都市施

設についても、長期にわたって未着手・未完了の都市計画施設については、社会経済情勢の変化や市

民ニーズ等を勘案し、適切に見直しを図ることが必要。 

〇都市機能の維持・向上 （インフラの老朽化） 

■現状 

全国的に今後は多くの都市施設で老朽化が進行し、維持管理・更新費が急増するこ

とが懸念されている。 

本市の道路、下水道、公園等の都市基盤施設は、人口増加・都市の拡大に対応し、
順調に整備が進められている。 
しかし、土木費の歳出割合は年々減少傾向にあり、今後は修繕・更新を担う財源の確
保は極めて困難な状況となる。 
明石公共施設配置適正化計画では、「増加する施設更新費用への対応」「老朽化し
ていく施設への対応」「新たな市民ニーズへの対応」「インフラへの対応」の 4 つの課題を示し
ている。 

○総務費 …一般的な管理に要する経費 

○民生費 …高齢者や障害者、子育て支援などの福祉に要する経費 

○衛生費 …ごみ処理や環境対策、健康づくりや母子保健に要する経費 

○土木費 …道路や公園、市営住宅などの整備、維持管理に要する経費

○教育費 …学校や図書館などの運営や整備、維持管理に要する経費 

○公債費 …市債(市の借金)の返済に要する経費 

○諸支出金…企業会計に対する繰出金などの経費 

○その他  …議会費、農林水産業費、商工費、消防費、災害復旧費 

【歳出目的別割合の推移】
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■都市計画上の課題 

全国的な生産年齢人口の減少は、医療、介護や生活支援等の担い手不足を招き、

住民生活を支えるサービスが低下するおそれがある。 

生産年齢人口は、平成 31 年（2019 年）時点で 60.6%と年々減少傾向となっている。 

また、生活サービス施設の利用圏域人口、徒歩圏充足率は、全国都市平均や近隣都

市と比較して高く、充実している状況にあるものの、将来的な生産年齢人口の減少に伴

い、施設維持が困難になると予測される。

（3）都市機能の維持・向上(都市構造(生活サービス施設や利便性)) 

■現状 

〇都市機能の維持・向上 (持続可能な都市構造) 

○まちのにぎわいや生活の質の維持・向上 

・日常生活に充分な都市機能の維持のため、生産年齢人口の維持・確保に努め、まちのにぎわいや生

活の質の維持・向上を図ることが必要。 

○持続可能な生活圏の維持 

・高齢者や女性の社会進出を促進するため、職場、子育て支援施設、教育施設や医療・福祉施設

等、居住地が近接した持続可能な生活圏の構築が必要。 

日常生活サービス施設の徒歩圏に居住する市民割合は、

全国都市平均と比較して、高い。 

※1 出典：住民基本台帳 

（平成 15 年（2003 年）～平成 30 年（2018 年）） 

各年 4月 1 日現在 

【年齢階級別人口の推移 ※1】 【全国都市平均と明石市の都市構造比較】
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■都市計画上の課題 

近年、人口減少やモータリゼーションの進展とあいまって公共交通の利用者数が減少

し、路線バス等の廃止がみられる。 

○高齢化による需要増加への対応 

・高齢化の進展による交通弱者の増加を見据え、公共交通ネットワークの維持・確保やより充実した 

 共交通サービスの展開が必要。 

 

○コミュニティバスの効率的な運行 

・人件費 燃料費の高騰等により 今後もコミュニティバスの運行経費が増額すると予想される。。

■現状 

〇都市機能の維持・向上 （公共交通） 

○高齢化による需要増加への対応 

・高齢化の進展による交通弱者の増加を見据え、公共交通ネットワークの維持・確保やより充実した公

共交通サービスの展開が必要。 

○コミュニティバスの効率的な運行 

・人件費、燃料費の高騰等により、今後もコミュニティバスの運行経費が増額すると予想され、公共交通

運行の維持・確保のために財政負担を軽減する効率的な運行を検討することが必要。 

■都市計画上の課題 

【コミュニティバスの年度別利用者数の推移】

本市の公共交通利用率は、全国都市平均や近隣都市と比較しても高い状況にある。 
コミュニティバス（Taco バス、Tacoバスミニ）の利用者数は年々増加傾向にあるが、収支
率目標は未達成の路線もある。 
今後は高齢化の進展に伴い、自家用車での移動が困難になる交通弱者が増え、日常
生活に不便を強いられる恐れがある。 
また、生活サービス施設の利用圏域人口、徒歩圏充足率は、全国都市平均や近隣都
市と比較して高く、充実している状況にあるものの、将来的な生産年齢人口の減少に伴
い、施設維持が困難になると予測される。 

【公共交通ネットワーク】 
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■現状 

〇地球環境への配慮 （低炭素・循環型社会） 

■都市計画上の課題 

社会経済活動に伴って発生する二酸化炭素の相当の部分が都市において発生してい

るため、二酸化炭素排出量の少ない都市構造への転換が求められている。また、東日本

大震災を契機として、エネルギー需給バランスが変化している。 

全国都市平均と比較すると自家用車利用が少ないが、運輸部門における二酸化炭素

排出量は兵庫県や全国と比較して、高くなっている。 

また、本市では「ストップ温暖化！低炭素社会のまちあかしプラン」「みんなでつくる循環
型のまち・あかしプラン」を策定し、環境への負荷が小さく持続可能なまちを基本理念として
いる。 

○低炭素なまちの構築 

・交通環境や都市機能配置など様々な面から低炭素まちづくりの取組みを進めていくことが必要。 

○循環型の都市構造の構築 

・市街地の集積を生かした効率的なエネルギーの利用が必要。 

出典：ストップ温暖化！低炭素社会のまちあかしプラン明石市地球温暖化対策実行計画

（区域施策編）改定版（明石市 平成 30 年 6 月） 

【全国及び明石市の二酸化炭素排出量の部門別割合(平成 25 年度)】
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【土地利用現況図】

■現状 

〇地球環境への配慮 （水・緑・景観） 

■都市計画上の課題 

都市化に伴う開発等により失われた森林、海岸等の豊かで多様な自然環境について、

県民の参画と協同による保全・再生の取組を地域の特色に応じて進めることが求められて

いる。 

出典:平成 28 年（2016 年）国土数値情報「土地利用」を基に家屋データ

   （平成 30 年（2018 年）1 月 1 日現在）、航空写真で修正

市域北側では「田」や「森林」が確認できるほか、市の中部及び西部では、田等の農用

地が点在しているが、市域の大部分で「建物用地」となっており、年々、「建物用地」が増

加傾向となっている。 

○市街地における緑地空間の確保 

・市街化区域内農地については、都市に残る緑地空間として積極的に評価し、保全していくことが必要。

・本市の 1 人あたりの公園面積は 7.25 ㎡/人（R2 年時）であり、都市公園の目標水準である 10.0 ㎡/

人を目指す施策が必要。 

○公民協働による保全・再生の実施 

・県民の参画と協同による保全・再生の取組を地域の特色に応じて進めることが求められている。 
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○都市間競争力の強化 

・激化が予想される都市間競争力の中で産業を維持・発展させていくためには、産業構造の変化や 

 業の土地需要の変化に的確に対応していくことが必要。 

・市内企業の他地域への流出を防ぐため、今後の産業・労構造等の環境変化に対応した企業サポート 

 を充実させていくことが必要。 

■都市計画上の課題 

東播磨地域では第二次産業を基幹産業として工業地帯が形成されてきたが、産業構

造のめまぐるしい変化や経済の低迷等の影響を受け、企業の事業縮小や海外への生産

拠点の移転等による工場閉鎖が増加している。 

また、経済活動のグローバル化の進展、産業や就労を取り巻く環境の変化を踏まえ、事

業者の経営基盤、生産基盤の強化や新たな事業展開へのサポートが求められている。 

※平成 23 年（2011 年）および平成 27 年（2015 年） 
の数値は、経済センサス-活動調査（製造事業所） 
の集計結果 

出典：明石市統計書（工業統計調査）

■現状 

【事業所数の推移】

〇産業構造の変化への対応 （工場立地） 

本市は戦前から飛行機産業が盛んで、現在も飛行機製造メーカーや電子部品メーカー

があり、近畿圏における産業・住宅都市として認識されている。 

製造品出荷額、従業者数ともに平成 20 年（2008）のリーマンショックで一時減少したも

のの、近年は増加傾向にある。 

【製造品出荷額の推移】
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■都市計画上の課題 

都市間競争が激化する中、都市の魅力を高め、地域資源を磨き、アピールして観光振

興を図るなど、一層の取り組みが求められている。 

観光庁による「明日の日本を支える観光ビジョン」では、「観光は「地方創生」への切り

札」と明記しており、日本の重要な政策の柱に位置づけられている。 

○国内外の都市間競争への対応 

・「神戸や大阪への利便性」が高い交通環境や「瀬戸内海・砂浜海岸」に代表される魅力的な環境な

ど、地域の「資源」を活かした「人を惹き付けられる都市づくり」に向けた取組みや情報発信が必要。 

○公民協働の推進体制の構築 

・明石の観光資源や市内外をコーディネートできる公民協働の推進組織、また、情報を集約し、対外的 

なＰＲの主体となる組織の構築などが必要。 

○拠点施設の効果的な活用 

・あかし案内所を拠点とし、本市を訪れる誰もが安心して外出を楽しむことが できる環境整備や案内機

能の充実を図ることが必要。 

■現状 

〇産業構造の変化への対応 （観光動向） 

観光入込客数は平成 25 年以降、増加傾向にあるものの、日帰り客割合は横ばいにあ

る。 

明石市観光振興基本構想によると本市は産業・住宅都市のイメージで認識されてお

り、本市の地域資源の十分な活用や適切な情報発信、推進体制の不十分等を課題とし

て明記している。 

令和元年度（2019 年度）には、誰もが安心して外出を楽しむことができるための拠点とし

てあかし案内所がオープンした。 

※平成 22 年度から県の調査基準が

変更されている。 

基準変更の結果、調査対象の観光

地点が減少したため、平成 22 年度

の観光入込客数は減少しているが、

変更前と同じ基準での数値は平成

32 年度と同程度となっている。 

出典：兵庫県観光動態調査報告書

明石市統計書 
【明石市の観光入込客数の推移】
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出典：総務省 ICT 街づくり推進委員会

■都市計画上の課題 

東日本大震災の経験を踏まえた災害に強いまちの実現、地域コミュニティの再生・地域

活性化等、地域が抱える様々な都市的課題を解決するため、ICT を活用したまちづくりへ

の期待が高まっている。 

総務省が開催する「ICT街づくり推進会議」では、ICT技術を活用した新たなまちづくりを

推進している。 

○ICT 技術を活用したまちづくりの構築 

・日々進展するＩＣＴを有効に利活用し、少子高齢化や市民ニーズの高度化・多様化など社会経済情

勢の変化に的確に対応したまちづくりが必要。 

○産官協働による ICT 技術研究の継続 

・現時点で実施している民間企業と連携した ICT 技術の研究を継続し、市民サービスの向上に取組む 

ことが必要。 

■現状 

〇産業構造の変化への対応 （ICT 技術の活用） 

本市では、明石市情報化推進プランの策定や民間企業と連携した ICT 技術の導入に

向けた研究を進めており、市税業務における市民サービスの向上に取組んでいる。 

【ICT を活用したまちづくりイメージ】
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出典：中核都市移行に関する基本的な考え方

■都市計画上の課題 

人口減少や少子高齢化、東京一極集中、地域経済の縮小等の構造的な課題を克

服し、将来にわたり活力ある日本社会を維持していくことを目的に「まち・ひと・しごと創生

法」が制定された。 

また、全国的な市町村合併による行政区域の広域化に加え、地方分権の進展による

県から市町への都市計画決定権限の委譲が行われている。 

○将来を見据えた地方分権の推進 

・自律的で持続的な都市を実現するため、まちの活力向上、市民ニーズを的確に把握した施策展開を図

ることが必要。 

○中核市としての役割の明確化 

・広域調整を担う県と中核市としての本市の役割分担を一層明確にし、それぞれの役割を果たすことが 

必要。 

〇地域の主体的なまちづくり （地方分権） 

本市では、「明石市人口ビジョン」「明石市まち・ひと・しごと創生総合戦略」を策定し、

都市づくりの側面から地域主体のまちづくりを支援している。 

また、平成 30 年（2018 年）に中核市へと移行している。 

【中核都市における地方自治のイメージ】
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高齢化の進展に伴い、支援を必要とする人が増加、少子化による地域社会の担い手
減少といった問題が顕在化している。 
法整備では、平成 12 年（2000 年）に導入された介護保険制度は、持続的な社会保
障制度への抜本的な見直しが必要となっており、生活困窮者自立支援法や障害者差別
解消法等が新たに策定されている。 
また、世界的にも持続可能な開発目標（SDGs)を理念に「誰一人取り残さない」社会の
実現に取組まれている。 

〇インクルーシブ（共生社会）の推進 

本市では、「明石高齢者いきいき福祉計画及び第7期介護保険事業計画」「明石ほっ
とプラン」「明石第5次障害者計画」等の地域福祉計画を多数策定し、福祉のまちづくりに
力を入れている。 
また、「SDGs 未来安心都市・明石」を掲げ、共生社会の実現を目指している。 

■都市計画上の課題 

○地域共生社会に向けたまちづくりの推進 

・共生社会の実現のため、障害の有無や年齢・性別にかかわらず、誰もが安全で快適に暮らしやすいまち

づくりに向けた取組を進めることが必要。 

○拠点施設の効果的な活用 

・令和元年(2019 年）に整備された「地域総合支援センター」を拠点として、効果的な運用が必要。 

【ＳＤＧｓ未来安心都市・明石の 2030年のあるべき姿】
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